
成果目標・支給額

お問い合わせ先 TEL:096-277-1295 mail︓info@mirai-ptns.jp

令和2年度働き⽅改⾰推進⽀援助成⾦
労働時間短縮・年休促進⽀援コース

生産性を向上させ、労働時間の縮減や年次有給休暇の促進に向けた環境整備

36協定を締結/年5⽇の年次有給休暇の取得に向けて就業規則等の整備していること
交付申請時点で、「成果目標」①から④の設定に向けた条件を満たしていること。

上記①から④の成果目標から1つ以上を選択し、成果目標に向けた事業を実施し、

達成状況に応じてそれぞれ25万円から100万円を上限として助成

①すべての対象事業
場において、月60時間
超えの時間外労働時
間数を縮減させること。

②すべての対象事業
場において、所定休
日を1日から4日以上
増加させること。

③交付要綱で規定する特
別休暇（病気休暇、教育
訓練休暇、ボランティア休
暇）のいずれか1つ以上を
すべての対象事業場に新た
に導⼊すること。

④時間単位の年次有
給休暇制度をすべての
対象事業場に新たに導
⼊させること。

支給額

事業実施後に設定する時間外労働時間数等

事業実施前の設定時間数
現に有効な36協定に おいて、時間外労
働時間数等が月80時間を超える時間外

労働時間数を設定している事業場

現に有効な36協定において、時間外労働
時間数で月60時間を超える時間外労働

時間数を設定している事業場

時間外労働時間数で月60時間以下に設定 100万円 50万円
時間外労働時間数で月60時間を超え

月80時間以下に設定 50万円 ー

「成果目標」の達成状況に応じて、支給対象となる取組の実施に要した経費の一部を支給。
▶以下のいずれか低い額 
Ⅰ 成果目標①〜④の上限額及び加算額の合計額 Ⅱ 対象経費の合計額×補助率３／４(※4) 
(※4) 常時使⽤する労働者数が30名以下かつ、「支給対象となる取組」で⑥から⑧を実施する場合で、その所要額が30万円を超える場合の補助率は４／５

＜成果目標①の上限額＞

成果目標② 上限額 ・所定休日3日以上増加 50万円
・所定休日1〜2日以上増 25万円

成果目標③ 達成時の上限額 50万円

成果目標④ 達成時の上限額 50万円

＜成果目標②〜④の上限額＞

担当︓野村・武⽥
対象となる取組についてはお気軽にお問い合わせください

引き上げ人数 1~3人 4~6人 7~10人 11~30人

３％以上引き上げ 15万円 30万円 50万円 1人あたり5万円
（上限150万円）

５％以上引き上げ 24万円 48万円 80万円 1人あたり8万円
（上限240万円）

＜賃⾦の引き上げ達成時の加算額＊令和2年度働き⽅改⾰推進⽀援助成⾦共通＞

引上げ人数に応じて助成額  最⼤240万円加算



成果目標・支給額

令和2年度働き⽅改⾰推進⽀援助成⾦
勤務間インターバル導入コース

勤務終了後、次の勤務までに⼀定時間以上の「休息時間」を設ける

36協定を締結/年5⽇の年次有給休暇の取得に向けて就業規則等の整備していること
次のいずれかに該当する事業場を有する

１企業あたり最⼤ 100万円を上限として助成
支給額

休息時間数（※４） 補助率（※５） １企業あたりの上限額

9時間以上11時間未満 3/4 80万円
11時間以上 3/4 100万円

「成果目標」の達成状況に応じて、支給対象となる取組の実施に要した経費の一部を支給。

＜新規導⼊＞

新規導⼊
•①勤務間インターバルを
導⼊していない事業場

＊新規に所属労働者の半数を
超える労働者を対象とする勤
務間インターバルを導⼊すること。

or 適⽤範囲の拡⼤
•②既に休息時間数が９時間
以上の勤務間インターバルを
導⼊している事業場

＊対象労働者の範囲を拡⼤
し、所属労働者の半数を超え
る労働者を対象とすること

or 時間延⻑
•③既に休息時間数が９時間未
満の勤務間インターバルを導⼊し
ている事業場

＊所属労働者の半数を超える労
働者を対象として、休息時間数を
2時間以上延⻑して9時間以上に
すること

１企業あたり最⼤ 50万円を上限として助成
休息時間数（※４） 補助率（※５） １企業あたりの上限額

9時間以上11時間未満 3/4 40万円
11時間以上 3/4 50万円

＜適⽤範囲の拡⼤・時間延⻑＞

(※4）事業実施計画で指定した事業場に導⼊する勤務間インターバ ルの休息時間数のうち、最も短いものを指します。 
(※5) 常時使⽤する労働者数が30名以下かつ、「支給対象となる取組」で⑥から⑧を実施する場合で、その所要額が30万円を超える場合の補助率は４／５となります。

TEL:096-277-1295 mail︓info@mirai-ptns.jp 担当︓野村・武⽥

＊対象となる取組についてはお気軽にお問い合わせください

お問い合わせ先

支援の説明をご希望の方 【FAX096-277-1296】
貴社名 御担当者様

ご住所 〒 ご連絡先 TEL

E-mail ご紹介元


